
小牧市地域助け合い交付金交付要綱  

平成２６年３月２６日 

２５小協第３５７号 

（通則）  

第１条  小牧市地域助け合い交付金（以下「交付金」という。）の交付に

ついては、市費補助金等の予算執行に関する規則（昭和３４年小牧市

規則第３号。以下「規則」という。）の定めによるほか、この要綱の

定めるところによる。  

（交付の目的）  

第２条  交付金は、小牧市地域協議会に関する条例（令和元年小牧市条例

第４９号。以下「条例」という。）第１条に規定する地域協議会（以下

「地域協議会」という。）が地域の課題解決又は地域の絆づくりのため

の様々な活動を継続的かつ安定的に取り組むために必要な経費を交付す

ることにより、地域住民、地域団体等の協働による安心して暮らし続け

られるまちづくりを推進することを目的とする。  

（交付対象団体）  

第３条  地域づくり事業、地域協議会運営事業及び地域協議会事務所開設

準備事業に係る交付金の交付の対象となる団体は、条例第４条の認定を

受けた地域協議会とする。  

２  地域協議会設立準備事業に係る交付金の交付の対象となる団体は、次

の各号のいずれにも該当する地域協議会設立準備委員会（条例第８条第

２項に規定する地域協議会設立準備委員会をいう。以下同じ。）とする

。  

(1) 前項の交付金の交付の対象となる地域協議会の設立に向けて役員、

規約、予算等について協議を行うものであること。  

(2) 当該地域協議会設立準備委員会の区域内の住民や各種団体が広く参

加し、協議を行うものであること。  

（交付金対象事業等）  

第４条  交付金の交付の対象となる事業（以下「交付事業」という。）、交

付金の交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）、交付率

及び交付限度額は、別表のとおりとする。  

２  市長は、予算の範囲内において、交付金を交付するものとする。  

（交付の申請等）  



第５条  地域づくり事業に係る交付金の交付を受けようとする地域協議会

は、交付金の交付年度の前年度の市長が定める期日までに、事業計画

書及び収支予算書を市長に提出しなければならない。  

２  地域づくり事業に係る交付金の交付を受けようとする地域協議会、地

域協議会運営事業若しくは地域協議会事務所開設準備事業に係る交付金

を受けようとする地域協議会又は地域協議会設立準備事業に係る交付金

を受けようとする地域協議会設立準備委員会（以下「申請団体」という

。）は、市長が定める期日までに小牧市地域助け合い交付金交付申請書

（様式第１）に事業計画書及び収支予算書を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。  

３  地域協議会事務所開設準備事業に係る交付金の申請は、一の地域協議

会につき、１回を限度とする。  

４  地域協議会設立準備事業に係る交付金の申請は、一の地域協議会設立

準備委員会につき、２回を限度とする。  

（交付の通知）  

第６条  規則第７条の通知は、小牧市地域助け合い交付金交付決定通知書

（様式第２）による。  

（申請の取下げ）  

第７条  申請の取下げをしようとする申請団体は、小牧市地域助け合い交

付金交付決定通知書を受け取った日から起算して１５日以内にその旨を

記載した書面を市長に提出しなければならない。  

 （計画変更等）  

第８条  規則第５条の決定を受けた申請団体（以下「交付団体」という。）

は、交付事業に要する経費若しくは交付事業の内容を変更し、又は交付

事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、速やかに小牧市地域

助け合い交付金交付事業計画変更等承認申請書（様式第３）を市長に提

出し、その承認を受けなければならない。  

２  規則第５条から第７条までの規定は、前項の申請があった場合に準用

する。この場合において、規則第７条中「補助金等交付決定通知書（様

式第２）」とあるのは、「小牧市地域助け合い交付金変更交付決定通知

書」と読み替えるものとする。  

３  前項後段の規定により読み替えて適用する小牧市地域助け合い交付金

変更交付決定通知書は、様式第４によるものとする。  



（実績報告書）  

第９条  交付団体は、交付事業が完了したときは、小牧市地域助け合い交

付金実績報告書（様式第５）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出し

なければならない。  

(1) 収支決算書  

(2）事業内容報告書  

(3) 領収書の写し又は支払証拠書類  

（額の確定の通知）  

第１０条  規則第１３条の通知は、小牧市地域助け合い交付金確定通知書

（様式第６）による。  

（交付金の交付）  

第１１条  交付団体は、小牧市地域助け合い交付金確定通知書を受け取っ

た日から起算して２０日以内に小牧市地域助け合い交付金交付請求書（

様式第７）を提出するものとする。ただし、最終請求日は、交付対象年

度の翌年度の４月３０日とする。  

２  交付金は、概算払をすることができる。  

３  交付団体は、交付金の概算払を請求しようとするときは、小牧市地域

助け合い交付金交付決定通知書を受け取った日から起算して２０日以内

に交付金（概算払）交付請求書（様式第８。以下「概算払請求書」とい

う。）を提出するものとする。  

４  交付金は、請求書又は概算払請求書を受け取った日から起算して３０

日以内に交付するものとする。  

（交付金の精算）  

第１２条  概算払を受けた者は、交付金の額の確定後、速やかに交付金を

精算しなければならない。  

（財産の処分制限）  

第１３条  交付団体は、交付事業により取得し、又は効用の増加した財産

を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、取り壊し、貸

し付け、又は担保に供するときは、市長の承認を得なければならない。  

（雑則）  

第１４条  この要綱に定めるもののほか、交付金の交付に関し必要な事項

は、別に定める。  

附  則  



この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。  

附  則  

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

 



   

 

別表（第４条関係）  

交付事業  交付対象経費  交付率  交付限度額  

地
域
づ
く
り
事
業 

課題解決型  

事業  

 

食糧費、消耗品費、備品購入費、印刷

製本費、通信費、原材料費、委託費、

燃料費、使用料及び賃借料、手数料、

保険料、謝礼その他市長が必要と認め

る経費  

 

 

 

交付対象経費の

１０分の１０  

 

基本額（均等割１００万円に地域協

議会の区域の人口に２６０円を乗じ

て得た額を合算した額に２分の１を

乗じて得た額をいう。）に小牧市地域

協議会に関する条例施行規則（令和

２年小牧市規則第５号）第４条第２

項に規定する活動段階の区分（以下

「区分」という。）が第１段階の地域

協議会にあっては１００分の１００

を、区分が第２段階の地域協議会に

あっては１００分の１５０を、区分

が第３段階の地域協議会にあっては

１００分の２００を乗じて得た額。

ただし、地域づくり事業の交付限度

額に１０分の３を乗じて得た額とす

る  

交流促進型  

事業  

地
域
協
議
会
運

営
事
業 

協議会  

運営経費  

食糧費、消耗品費、備品購入費、印刷

製本費、通信費、使用料及び賃借料、

手数料その他市長が必要と認める経費  

交 付 対 象 経 費 の

１０分の１０  

５０万円  

事務員  

人件費  

地域協議会の事務員を雇用する場合に

要する給料等の人件費  

交 付 対 象 経 費 の

１０分の１０  

１８０万円  



   

 

委員活動費  

 

地域協議会委員に対する活動費  地域協議会の委

員数に  

１２ ,０００円を

乗じて得た額  

地域協議会の区域内の行政区の数に

３を乗じ、その数に１０を加えた数

に１２ ,０００円を乗じて得た額  

地域協議会事務所開

設準備事業  

地域協議会の事務所の開設に必要な机

、椅子、電話、パソコン、プリンタそ

の他市長が必要と認める経費  

交付対象経費の

１０分の１０  

５０万円  

地域協議会設立  

準備事業  

地域協議会設立のための打合せに必要

な消耗品、その他市長が必要と認める

経費  

交付対象経費の

１０分の１０  

１０万円（交付金の申請を２回行っ

た場合は、その合計の額が１０万円

を超えないこと。）  

 備考  人口は、交付年度の前年度の４月１日現在のものとする。  

 

  


